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質 問 項 目 要 旨 

1 液状化対策について ① 「今年度中に基本計画を策定する予定の防

災公園」については、液状化ハザードマップ

で「液状化危険度大」予想地域に計画されて

いるが、防災公園計画に対し、液状化対策と

共に、計画の進捗状況をお示しください。 

② 県防災公園位置付けの小瀬スポーツ公園と、

発災時には緊急拠点病院としての位置付け

である市立甲府病院と、新設予定の市防災公

園への「市指定の緊急輸送道路」については

液状化の可能性が高いことから、マンホール

浮上などの液状化対策について、現状と今後

の耐震化計画、液状化対策についての御所見

をお聞かせください。 

③ 市内他地域にも点在する「液状化危険度大」

指定区域内にある「市指定の緊急輸送道路」

についても「指定避難場所」への避難の困難

化、救援物資輸送の困難も懸念される。マン

ホール浮上などの液状化、耐震計画などの液

状化対策はどの様に計画され、進めて行かれ

るお考えなのか、当局の御見解をお示しくだ

さい。 

2 木造家屋「耐震改修」

補助拡大について 

① 耐震改修軒数を増やす為に、市民への更なる

周知と注意喚起と共に、今以上の耐震改修費

用の補助拡大が必要だと考えますが、当局の

ご見解をお示しください。 

② 「液状化危険度大」地域の耐震改修は被害想

定から更なる促進をする必要性が高いと考

えるが、当局の御見解をお示しください。 

③ 進捗が思うに進まない現状では、家屋倒壊し

ても命を守るスペース確保で圧死を防止す

る「耐震ベット」や「耐震机」等の新たな補

助策を増やす必要があると考えるが、当局の

御所見をお示しください 
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質 問 項 目 要 旨 

3 企業誘致、工業団地

構想について 

① 働く人、場所を増やす施策として、県内外の

企業への「企業誘致活動」について当局のご

所見を伺います。 

② 企業が新規工場誘致可能な土地取得の際に、

企業ニーズへの即応体制が整っているか？

また新たな企業誘致補助拡充策について御

所見をお示しください。 

③ 新たな「新甲府工業団地」については必要だ

と考えるが、当局のご所見を伺います。 

4 甲府市の人口増、定

住増加対策について 

① 山梨県では人口対策として「やまなし出会い

サポートセンター」の開設がされたが、本市

定住人口増加策の一助としても、県と同様に

「婚活施策」も行うべきと考える。当局のお

考えをお示しください。 

② 従前廃止となった新婚家庭への補助制度を

新たに設計し直し、定住人口増加施策として

再構築、拡充を進める必要があると思うが？

ご所見を伺います。 

③ 「合計特殊出生率」を上げ「人口増を目指す」

段階的な人口増化戦略等について、甲府市独

自施策と戦略についてのお考えがあれば、お

示しください。 

５ 「発達障害者支援

法」の個別計画について 

 

① 「社会的障壁の除去」について、今後の取組

の当局御所見をお示しください。 

② 「改正発達障害者支援法」を受け、学校側が

個別の計画を作成、福祉部署・機関との連携

を推奨している。今後は計画策定が必要と考

えるが、当局のご所見を伺います。 
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公明党の佐野弘仁でございます。本日は、会派を代表い

たしまして質問させていただきます。どうかよろしくお願

いをいたします。 

今般の熊本地震で被災された方々には、心からお見舞い

を申し上げるとともに、皆様の労苦をともに分かち合い、

同じ痛みを感じ、寄り添い、支援を続けていきたいと考え

ております。 

今質問では、防災減災に対し液状化という側面からアプ

ローチを行い、本市での震災被害全般の発生提言に資する

質問を中心に、ほか全５問について質問をさせていただき

ますので、よろしくお願いをいたします。 
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１、液状化対策について 

１つ目、液状化対策についてで ございます。 

本市防災計画上の巨大地震として想定している東海地震は、

マグニチュード８相当の巨大地震で、その発生は７０％か

ら８７％の高い確率の切迫性が指摘されております。その

根拠として、過去１００年から１５０年おきに岩盤がずれ、

マグニチュード８クラスの巨大地震が繰り返し起きていた

ことでわかっております。 

政府は２００６年以降、静岡県沖から宮崎県沖の南海ト

ラフ巨大地震の震源想定域内の１５地点で、地盤変動を測

定した結果、富士山周辺を含め多くの地点でひずみが観測

されたことを発表いたしました。 

２００３年、浅川一郎先生上程の山梨県埋蔵文化財セン

ター研究紀要１９「甲府盆地の液状化に関する資料」には、

過去の地震では市内濁川流域、南部地域を初め、市内中心

部や私の住む伊勢地区周辺でも液状化、噴砂痕跡が確認さ

れており、地震考古学の分野の遺物発掘でも過去発生が証

明されております。 
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この発掘箇所発生地域と本市ホームページの液状化ハザ

ードマップを重ねれば、液状化危険度大地域との符号を見

せていることで、過去発生箇所は、同様条件で繰り返し発

生想定のできる要対策箇所として、早急に対策をしなけれ

ばならない地域であると考えます。 

そこで、以下３点の質問をいたします。 

１点目、甲府市ごみ処理施設跡地利用検討委員会からの

提言書を踏まえ、平常時は地域へ開放され、災害時には仮

設住宅の建設等が可能な防災機能を有する公園として整備

し、整備内容を含め、今年度中に基本計画を策定する予定

の防災公園は、液状化ハザードマップで液状化危険度大地

域に計画されていることから、現在の防災公園計画の液状

化対策とともに、計画進捗状況をお示しください。 

２点目、山梨県防災公園位置づけの小瀬スポーツ公園と、

地域災害拠点病院の位置づけである市立甲府病院と、新設

予定の本市防災公園への周辺アクセス道路である市指定の

緊急輸送道路については、液状化危険度大の区域内に大半

の路線下距離が含まれております。震度６強以上では液状
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化の可能性が高く、発災時には液状化により、輸送や避難

行動が妨げられるおそれがあることから、この箇所のマン

ホール浮上などの液状化対策や上下水管路などのインフラ

整備を含め、現状と今後の耐震化計画、液状化対策につい

ての御所見をお聞かせください。 

３点目、これに関連し、市内他地域にも点在する液状化

危険度大指定区域内にある市指定の緊急輸送道路について

も液状化により指定避難場所への避難の困難化や、救援物

資輸送の困難さも懸念されます。同様に、道路やマンホー

ル浮上などの液状化、耐震計画などの液状化対策はどのよ

うに計画され、進めていかれるお考えなのか、当局の御見

解をお示しください。 

 

○中村好伸 企画部長 答弁 

ごみ処理施設の跡地利用について、お答えをいたします。 

本年度末に使用期限を迎える環境センターごみ処理施設の

跡地利用につきましては、議会代表、地元代表、学識経験

者及び公募市民等で構成する甲府市ごみ処理施設跡地利用
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検討委員会から、災害時には、仮設住宅の建設等が可能な

防災機能を有する公園として整備し、平常時は地域へ開 

放することとの御提言をいただきました。 

本年度中に策定を予定をしております整備等に係る基本

計画は、この提言の主旨を踏まえまして、庁内での検討に

着手をしたところでございます。 

また、この地域は、御指摘いただきましたとおり、液状化

が発生をする可能性が高いエリアとなっておりますことか

ら、今後の基本計画の策定に当たりましては、こうした観

点も踏まえ、利用形態等を検討してまいります。 

以上でございます。 

 

○福島勇人 上下水道局工務部長 

上下水道管路の耐震化計画等について、お答えいたします。 

上下水道管路の耐震化につきましては、震度６強以上の

地震規模を基準に、それぞれの計画において優先度を定め

対策を講じております。 

初めに、水道管路における耐震化は、水道施設耐震化計
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画において、優先的に耐震化を図るべき管路として、病院

や避難所への供給ルートなど重要な管路の耐震化を進めて

おります。市立甲府病院周辺の市指定の緊急輸送道路の水

道管路につきましては、一部耐震化を行っておりますが、

今後につきましても計画的に進めてまいります。 

次に、下水道管路における耐震化は、下水道総合地震対

策計画において、幹線管路や避難所、公共施設、医療・福

祉施設など、重要な排水管路の耐震化を進めております。

その中で、甲府市地域防災計画に定められた緊急輸送道路

につきましては、広域的な交通機能の確保のため、まず国

道等の第一次、第二次緊急輸送道路を占用する下水道管路

において、マンホール浮上防止対策を進めており、今年度

は、県道甲府精進湖線の対策工事を実施し、平成３０年度

末までに緊急輸送道路の対策を完了させる予定となってお

ります。 

その後、市立甲府病院周辺の市指定の緊急輸送道路の下

水道管路につきましても対策を実施してまいります。 

以上でございます。 
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○佐野弘仁 再質問 

それぞれ詳細な御答弁をありがとうございました。 

まず、防災公園については、国土交通省の示す地震災害

時に復旧復興拠点や復旧のための生活物資等の中継基地等

や震災後の仮設住宅予定地の想定であり、液状化対策は当

然なされなければならないものであります。 

道路に関しては、山梨県防災公園の小瀬スポーツ公園、

山梨県の復旧生活物資基地となるアイメッセ山梨、本市防

災公園の物資輸送や、市立甲府病院へのけが人の搬送は、

液状化で道路の破損が発生した場合に交通麻痺が予想され

ますので、この地域への対策は非常に重要だと考えており

ます。 

また、液状化に対応する総合地震対策計画の恒久対策が、

これからまだ先の計画である以上は、暫定対策案として、

発災時の復旧対応処置や方法、手順などを要領や要綱など

に落とし込んで、明確化することが今必要であるというふ

うに思っております。 

さらに、交通量が多く、住宅密集地域の伊勢地区、湯田
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地区などの市内中心部に存在する液状化危険度大地域の緊

急輸送道路の発災時被害想定規模は大きいことが予測され

ていても同様にこれから先の計画であります。 

今後のインフラ液状化対策の計画策定優先順位をどうし

ていくか、発災時対応を含め、本市防災減災対策の大きな

課題として捉えなければならないものだというふうに考え

ております。 

以上、政策提言と要望を付しまして、１問目の質問を閉

じさせていただきます。 
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２、木造家屋「耐震改修」補助拡大について 

次に、木造家屋耐震改修補助拡大についてであります。 

１９９５年１月１７日に発生した阪神淡路大震災は、神

戸市内を中心に震度７を観測。罹災者８０％相当の約５，

０００人にも及ぶ死亡者の住居は木造家屋、木造軸組工法

のものが多く、建物が大破し、潰されたことが原因で被災

死亡者数がふえました。 

また、今回の熊本地震でも震度７の発生で、同様に木造

家屋の倒壊により、多数の被害が発生しております。 

過日、議会制度調査研究会で視察させていただいた、神戸

市人と防災未来センターの展示に、このときの家屋倒壊の

悲惨さや、御家族の心境など、２０年の時を経過しても震

災の記憶を決して風化させておらず、このときの被災者の

想いや、被災状況などを今の我々にしっかりと伝えてくれ

ていました。 

また、今月４日の県内報道では、山梨県と甲府地方気象

台の防災情報県連絡会会議にて、本市周辺の活断層性大地

震への備えを呼び掛けております。東海沖とも合わせ、甲
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府市でも震度６強以上の地震発生予測で同様被害発生が懸

念されることから、断固たる決意で臨む減災対策が必要で

あります。 

先の質問、液状化の軟弱地盤を体験的に言えば、我が伊

勢地区や南部地域が地震で大きく揺れても、甲府市北部や

山宮地区など固い地盤下ではほとんど揺れないと聞くこと

が多く、我々は日常的に狭い場所でも震度の違いを経験則

で感じています。 

しかし、感応的経験値でも、山梨県、本市震度予測など

と合わせれば、驚くほど合致しており、この結果から心部

震度より揺れの大きくなる軟弱地盤での家屋倒壊危険度は、

甲府市全体一律の対策で「よし」とできず、非常に大きな

危機感を感じております。 

そこで以下３点の質問をします。 

１点目、甲府市全域での耐震改修対象家屋は１万 2,000

軒に対し、平成２３年から耐震診断軒数は５１６軒、さら

に耐震改修済み数は１００軒のみであります。 

まず主目的である家屋倒壊の圧死者防止、緊急車両、傷病
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者搬送の通行や、避難行動を妨げないための木造家屋耐震

改修軒数をふやすために、さらなる市民への周知と震災被

害甚大さの注意喚起が必要だと考えますがいかがでしょう

か。また、今以上の耐震改修費用の補助拡大が必要だと考

えますが、２つの御所見をお示しください。 

２点目、前項目質問の液状化危険度大地域は軟弱地盤で

あることから、心部震度予測６強でも震度７となり、軟弱

地盤の増幅する揺れで、木造家屋倒壊の危険度はさらに大

きくなるとされています。このことから、液状化危険度大

地域には耐震改修をさらに周知促進する必要が大きいと考

えますが、当局の御見解をお示しください。 

３点目、まずは市民の命を守ることを第一義として、木

造家屋自体の耐震改修進捗が思うに任せず進まない現状や

耐震シェルター補助も休止している現状から、東京都、神

奈川県などの他都市で補助を行っている家屋が倒壊しても

命を守り圧死を防ぐ耐震シェルター家具、耐震ベッド、さ

らに避難が難しい高齢者や要介護者などへの対策としても、

ベッドを囲む耐震介護ベッド用シェルターなどへも新たな



15 

 

補助拡大の必要があると考えますが、当局の御所見をお示

しください。 

 

 

○樋口雄一 甲府市長  

佐野議員の木造住宅の耐震改修補助拡大策についての御

質問にお答えをいたします。 

木造住宅の耐震改修補助につきましては、大規模地震の

発生が危惧される中、家屋の倒壊防止や緊急避難路を確保

するために重要であると認識をしております。 

こうしたことから、本市におきましては、平成１７年度

に木造住宅の耐震改修費補助制度を創設し、平成２０年度

には、補助限度額を増額をいたしました。さらに平成２４

年度には、耐震設計費補助制度を創設するとともに、耐震

改修費補助制度も拡充し、合わせて制度の周知と注意喚起

を行い、耐震化を促進してまいりました。 

本年度におきましても、木造住宅の耐震化をなお一層促

進するため、耐震改修費補助の限度額を、一般世帯は８０
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万円から１００万円に、高齢者等世帯は１００万円から１

２０万円に増額したところであります。 

今後も、自治会単位の説明会や戸別訪問を通じまして、

震災被害に対する注意喚起を行うとともに、拡充いたしま

した補助制度を周知することにより、木造住宅の耐震化を

促進してまいります。 

次に、軟弱地盤の液状化対策につきましては、これまで

窓口での相談やイベント会場での出張相談において、既存

建物についても地盤改良等ができることなど、市民の皆様

への周知を行ってまいりました。引き続き、液状化発生の

可能性の高い地域につきましても耐震改修の必要性などを

周知することにより、耐震化を促進してまいります。 

私からの答弁は以上とさせていただきます。 

他の御質問につきましては、関係部長からお答えをさせ

ていただきます。 

 

○早川 守 危機管理監 

耐震ベッド等購入への補助について、お答えをいたします。 
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近年の地震災害では、わが家の防災マニュアル記載のとお

り、負傷者の３割から５割が家具類の転倒や落下によるも

のでございました。 

また、阪神淡路大震災では、死者数の８割弱が、家屋の倒

壊による窒息や圧死によるものでした。 

本市は、こうした死傷者を少しでも減少させるため、家具

の固定や住宅の耐震改修について、防災講話やラジオ放送、

広報誌やわが家の防災マニュアルを活用するなど、あらゆ

る機会を通じて広く市民に周知をしてまいりました。 

また、家具の固定につきましては、費用面から比較的取り

組みやすい対策として推奨しており、住宅の耐震改修につ

きましても、命を守る重要な取り組みとして推奨をしてお

るところでございます。 

御質問の耐震ベッド等購入への補助につきましては、効果

等も含め、他都市の状況について調査研究をしてまいりま

す。以上でございます。 
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○佐野弘仁 再質問 

詳細な御答弁ありがとうございました。 

１点、ちょっと再質問させていただきたいと思います。 

軟弱地盤で揺れが増大するおそれのある液状化危険度大地

域に特化しての耐震改修などの周知方法などについては、

もう少し詳細でお聞きしたいと思いますので、どうか御答

弁をよろしくお願いをいたします。 

 

○七沢福富 建設部長 

再質問について、お答えいたします。 

液状化の仕組み、それから危険性などにつきましては、

窓口相談などで現在対応しているところでございます。 

平成２５年に策定いたしました、山梨県東海地震におけ

る液状化の危険度マップを活用する中で、各地区におきま

して実施しております戸別訪問などを活用して、液状化の

危険について現在周知しているところでございます。 

また、液状化の高い地域につきましては、揺れが他の地

域と比べまして大きいこともございますので、耐震対策の
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必要性を積極的に啓発していきまして、市民の方々に御理

解をいただけるよう取り組んでまいりたいと考えておりま

す。以上でございます。 

 

〇佐野弘仁 再々質問・要望 

再度の御答弁ありがとうございます。 

今、建設部長さんの御答弁を聞いて、多分市民の方も安

心していると思っております。先ほどの再質問で、本市ホ

ームページに掲載してある液状化危険度大地域というのは、

御答弁されたとおり、他地域に比べると非常に軟弱地盤と

いうことで揺れが一段と大きくなるということは、先ほど

も質問で述べさせていただきましたが、本当に大きくなる

ということを認識されていることから、一層の周知を考え

られているという点については、大いに同感でございます。 

特に、住宅密集地域の私の住んでいる伊勢地区とか、総

合市民会館周辺などでは、液状化危険度大地域での増幅す

る揺れが懸念されることから、耐震改修診断、耐震改修の

周知を重点的に行っていただいて、発災への備えを特に進
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めるべきだと思います。 

耐震改修の補助拡大の質問は、２０１１年９月９日の一

般質問で行ったあとに、これもまた補助が拡充されたこと

はうれしく思いますが、あれから５年、耐震改修済み家屋

は全体１万２，０００軒の０．８３％、１００軒では余り

に少ないと思っております。 

大地震発生の蓋然性、余りよくないことですが、発生危

険度の確からしさが大きいことから、さらなる制度見直し

で、市民への改修インセンティブを高める政策推進が必要

であると思います。 

また、対象家屋に要介護者がいる家庭では、素早い避難

行動がとれません。答弁にありました家具の固定というの

は大事なことでありますが、倒壊してしまえば詮ないこと

であります。耐震改修はできなくても、経済的負担の小さ

いベッドを囲む耐震介護ベッド用シェルターを、所管の危

機管理課だけでなく、福祉政策としても、福祉保健部も一

緒になって制度設計をされることを強く要望させていただ

いて質問を終わります。 
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３、企業誘致、工業団地構想について 

３つ目でございます。 

企業誘致、工業団地構想について、現在、国母工業団地

の中央市側区画では、大手医療メーカー等の工場増設改修

が多数見受けられます。景気の上向き動向で、失業者はピ

ーク時から６０万人の減、有効求人倍率は平成２１年過去

最低から１．３４倍へと過去最高を記録。これはすなわち、

企業活動が活性化し経済動向が上向くことであり、ひいて

言えば、生産増産からの人員増、設備投資増からの設備数

の増、そこから生産床面積を広げていくのは当然考えらえ

ることであります。 

此の好況を示すように、懇意にしている県外企業本社か

らの依頼で、甲府市内に工場土地取得の依頼がありました

が、インフラ整備や土地種別転用の関係の折り合いがつか

ず、惜しいことに中央市での工場用地取得となってしまい

ました。やはり、甲府市への企業進出の即応体制の受け皿

として、現行でも企業ニーズに合う用地整備は急がれるも

のと考えます。 



22 

 

また、工場や企業を集団で誘致するメリットについては、

市街化調整区域など、市郊外に開発が多い大規模な商用施

設などは、人の流れ動態は趣味嗜好や時代などに左右され

やすいこと、反対に企業体は物づくりや生産を通し、経済

活動も広くグルーバルで行うことで、優良企業を誘致すれ

ば、５０年、１００年とその土地で経営を存続する可能性

は高いはずです。法人税収入を含め、自前で行うインフラ

や道路整備への投資も工業団地とすれば、開発費用も山梨

県・国から補助されることなど、これからの人口減少対応

でのインフラアセットマネジメントにとっても必要な政策

であるものと考えます。 

そこで以下３点の質問をいたします。 

１点目、定住人口増加策に効果のある、働く人、場所を

ふやすため、県外企業に企業誘致活動を年次的に進め、計

画的に行うべきだと考えます。 

また、企業に対し、甲府のセールスポイントについて、

本市では何を企業への売りとして訴えていかれるのか、当

局の御所見を伺います。 
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２点目、平成２８年現在で、甲府市へ山梨県誘致での大

手企業進出を承知しております。親会社とともに、一次下

請けの協栄会社なども本市への進出が予測されることや、

県外企業誘致活動の受け皿として、新規工場開設に必要な

土地取得の際の、優遇措置、周辺のインフラ整備など、現

状での企業ニーズへの即応体制について。 

また、新規操業企業に対し、企業誘致策として新たな補

助策拡充など必要だと思われますが、２つについて御所見

をお示しください。 

３点目、甲府市人口ビジョンの策定に向けた分析状況等

についてでは、基本的な人口動態、推計を見ると、先細り

が考えられます。この先の人口減少が考えられるとなると、

都市開発が進む市街化調整区域などへは、計画的に都市開

発策を行わなければならないものとみます。 

道路、河川、上下水道などのインフラ整備も含めた計画

的な都市開発の観点からも、国・山梨県へ働きかけ、新甲

府工業団地構想で、新規工業団地での都市開発を進めるの

は必要と考えます。 
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当局の御所見を伺います。 

 

○樋口雄一甲府市長 

企業の誘致についての御質問にお答えをいたします。 

本市における企業誘致は、経済の活性化、雇用の拡大、

ひいては本市の人口減少対策に資することはもとより、稼

ぐまち甲府を推し進める上で重要な施策であると認識をし

ております。 

この認識のもと、誘致を進める上での本市の強みは、ま

ず、既存の高規格道路に加え、中部横断自動車道の開通、

さらにはリニア中央新幹線の開業といった首都圏や他都市

を短時間で結ぶ交通のすぐれた結節点機能を有することに

あります。このすぐれた結節点機能により、本市を中心に

放射状に伸びる良好な交通網は、新たな事業展開や緊急時

の迅速な対応を可能にするほか、物流の分散化、複線化に

よる安全性の向上を見込めることになります。 

加えて、県都として、都市機能を有しながらも、豊かな

自然と日本一の日照時間が、操業のみならず、居住にも好
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条件となることにあります。しかしながら、既存の工業団

地は全て操業中で、市街化区域の立地可能な用途地域にお

いても、その多くが住居等に利用されており、市街化調整

区域等においても、開発に係るさまざまな規制や、良好な

農地を守る観点から、新たな用地の確保に至るには相当な

時間を要することとなり、すぐにでも立地したい企業の要

望には応えられないのが現状であります。 

このような状況下にありますが、本年度より産業部に産

業立地課を新たに設け、企業の立地を誘引するため、従来

の助成要綱を見直し、助成要件の緩和や助成対象業種の拡

大に加え、本社機能の移転に対しても助成できるよう、本

年４月に甲府市産業集積促進助成金交付要綱を新たに策定

したところであります。 

また、最重要課題としての用地の確保に向けた計画的な

取り組みといたしまして、甲府市リニア活用基本構想や都

市計画マスタープラン、農業振興地域整備計画など、本市

土地利用施策との整合を図る中で、（仮称）甲府市企業立地

基本計画の策定に着手をしたところであります。 
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今後におきましても、本市の優位性を積極的にＰＲし、

関連機関と連携を図る中で、早期の企業誘致につながるよ

う努めてまいります。 

私からは以上でございます。あと１つの御質問につきま

しては、担当部長からお答えをさせていただきます。 

 

○建設部長（七沢福富君）  

新たな工業団地の構想について、お答えいたします。 

本市では、工業の利便を増進するため市街化区域におい

ては、工業系用途を定めるとともに、国母工業団地や甲府

南部工業団地の造成事業による一体的な整備を行い、計画

的に市街地形成を図ってまいりました。 

一方、市街化調整区域においては、機械金属工業団地やフ

ァッション工業団地など、民間の開発事業により工場の立

地が進められてきたところであり、本市においては、良好

な工業用地環境の形成及び維持に寄与することなどを目的

とする甲府市市街化調整区域における工業系の地区計画制

度要綱を定め、地区計画や開発制度による秩序ある開発を
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促進してまいりました。 

今後も引き続き本市が成熟した都市として持続していく

ためには、議員御提案の工業団地造成事業による新規企業

の誘致や、その集約化を図ることも有効な手段の１つであ

ると認識しておりますが、このような事業は広域的な視点

で行われるため、都市計画の手続に相当の時間を要するこ

とや、農業振興地域・農用地区域の見直し、広大な工業用

地の確保など、さまざまな課題も想定されます。 

今後におきましては、秩序ある開発を前提としつつ、国

や山梨県など関係機関と協議する中で、産業立地の推進に

向けた計画的かつ適切な土地利用を検討してまいります。 

以上でございます。 

 

〇佐野弘仁 再質問・要望 

まことに微に入り細に、市長からの御答弁を賜りまして、

大変にありがとうございました。 

工業団地開発による都市計画の方途は、いろいろな側面

から検討を行わければならないことは、よくわかります。 
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市街化区域と市街化調整区域などの立地条件や地勢、交

通結節、遠くない日の人口減少に見舞われた場合のインフ

ラ整備問題。過去にも農業振興で質問しましたが、本市有

用財産とも言うべき、ブドウを始めとした農業用地をどう

開発し、残すかとともに、後継者問題と農地転用など、片

方がよくても、１つ間違えば危険なもろ刃の剣のような側

面を持つ問題でもあります。 

御答弁にありました都市計画マスタープランと対極にあ

る農業振興地域計画との両立性を図りながら、企業立地に

向け基本計画を策定され始めたこと、考え方のベクトル合

わせができたことによって、今後もしっかり、議員の立場

で調査し、発言していきたいものと考えております。 

当局からは、今後秩序ある都市開発で産業立地に向け推

進されていくと、力強く前向きな御答弁をされたこと、一

日も早い体制づくりで、甲府市が稼ぐまちで永続的に発展

するまちとなれることを要望いたしまして、３つ目の質問

を閉じさせていただきます。 
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４、甲府市の人口増、定住増加対策について 

４番目、甲府市の人口増、定住増加対策についてであり

ます。 

本市では、前市長からの子ども・子育て政策の推進、樋

口市長の公約実現での子ども政策の推進がなされ、甲府市

の子ども政策は拡充されてきているものだと考えます。 

しかし、子ども政策は推進がなされても、山梨県の平均

を下回る甲府市の合計特殊出生率が低い現状であれば、ま

ず単純に考え、結婚する、結婚をしたいと考える男女への

政策推進を行うべきものと考えます。新婚世帯へは補助拡

充策の新たな制度設計を行い、手厚く充当しなければ、甲

府市への定住促進はままならないことであるとも考えてお

ります。 

このことを踏まえ、成婚率向上の促進を進め、結婚と産

み育てるを両翼で推進し、合計特殊出生率向上を進めなけ

れば、子どもの育みだけ進めても片手落ちに陥る可能性も

あることと考えます。 

そこで質問します。 
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１点目、山梨県では人口増策一環として、成婚率増加策

でのやまなし出会いサポートセンターの開設を行い、山梨

県目標１．５倍の成婚率を達成しています。甲府市定住人

口増加策の一助として、また山梨県を下回る合計特殊出生

率である甲府市は、同様に婚活施策を独自に行うべき局面

を迎えているものだと考えますが、いかがでしょうか。 

また、現状で婚活施策新設が不可能であれば、山梨県と

ともに協働し、本市ホームページでも山梨県の仲介ホーム

ページ上へアクセスできるようにし、甲府市へ住む新婚家

庭をふやすための婚活施策を一部進める必要があると考え

ますが、２つについて当局の御所見と御見解をお示しくだ

さい。 

２点目、定住希望の新婚世帯への補助施策として、南ア

ルプス市では、補助制度が新設されました。甲府市では従

前廃止となった新婚家庭への補助制度を新たに設計し直し、

年齢的に年収の多くない若い世代にも特化した定住人口増

の喚起施策として再構築、拡充を進める必要があると 

思いますが、当局の御所見を伺います。 
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３点目、本市で示している推計データから勘案すれば、

人口減少を食いとめ、プラスに転じることはなかなか厳し

いと思われます。 

中核市を目指す上でも、人口増の方途を模索し、そのも

ととなる市内の成婚率、新婚世帯増から始め、進んで合計

特殊出生率を上げ、人口増を目指すといった段階的な人口

増加戦略について、人口をふやす手立てとして、当局では

どのような政策をお考えなのか、御所見を伺います。甲府

市の具体的な施策のお考えをお示しください。 

 

○企画部 中村好伸 企画部長 

人口減少を克服するための少子化対策等の推進について、

お答えをいたします。 

地域産業の創出や雇用環境の充実、良好な生活環境の整

備などの、各般の施策を多角的に相乗させることにより、

人口動態の社会減や自然減の抑制を図る甲府市総合戦略の

中で、人口減少の主な要因と言われる少子化への対策につ

きましては、甲府で希望を叶える総合的な子育て支援と良
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好な教育環境の充実を基本目標に掲げ、若者世代の結婚を

支援し、妊娠期から育児期・子育て期など、各ステージに

応じた施策を展開することで、安心して子どもを産み育て

られる環境づくりを推進していくこととしております。 

とりわけ、未婚化、晩婚化が進展する昨今にあって、成

婚率の増加は、出産に伴う自然増や移住定住などの社会増

へとつながることから重要な要因と考えており、今般の総

合戦略に若者の結婚機会の創出として、その取り組みの推

進を位置づけているところであります。 

このような中、山梨県のやまなし出会いサポートセンタ

ーを始めとする、やまなし縁結びサポート事業の取り組み

は、結婚を希望している若者が出会いのために、みずから

行動を起こすきっかけとなるものであり、本市といたしま

しても、こうした取り組みにつきまして、山梨県との連携

を深めてまいりたいと考えております。 

また、新婚世帯への新たな補助制度につきましても、過

去に実施いたしました新婚世帯向け家賃助成制度の検証の

内容や現状の住民ニーズを踏まえるとともに、他都市の事
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例等を参考にする中で、調査・研究を進めてまいりたいと

思っています。 

今後の施策展開につきましては、総合戦略に位置づけた

４８項目の主な取り組みを着実に推進するとともに、外部

委員で構成いたします甲府市地域創生戦略会議などから、

さまざまな御意見や御提言をいただく中で、より効果的で

独自性のある新たな事業立案・展開も図ってまいります。 

以上でございます。 

 

○佐野弘仁 再質問 

詳細な御答弁ありがとうございました。 

それでは、新婚世帯への補助制度について、再質問をさ

せていただきます。 

企画部長さんからも、若者の新婚世帯への補助策と言わ

れ、この補助制度については調査研究を行い、他都市動向

を見ていくとの御答弁でしたが、内閣府のニッポン一億総

活躍プランで掲げた結婚支援策、市町村結婚新生活支援事

業費補助金が市町村に補助率国４分の３の新制度として、 
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夫婦１年間の合計所得が３００万円未満世帯には、結婚に

伴う住居費、引っ越し費用に最大１８万円の支援となりま

す。 

調査研究されるとなれば、まずこの国の制度を承知され

ているのか、また今後このような制度を本市の支援策とし

て活用されていくお考えとできるか、御答弁をお願いをい

たします。 

○企画部 中村好伸 企画部長 

再質問について、御答弁をさせていただきたいと思います。 

ただいまの補助金でございますけれども、低所得者向けに

結婚に伴う新生活の支援を行う自治体支援事業ということ

で、平成２７年度に、国で補正予算で措置をされた補助金

だと認識をしております。 

内容については、詳細までを把握をしておらない状況で

ございますけれども、先ほど申し上げましたとおり新たな

補助制度の調査研究の中で、この制度についても合わせて

検討させていただきたいと考えております。以上でござい

ます。 
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○佐野弘仁 再々質問・要望 

ありがとうございました、了解しました。 

過日、本年 2 月から公明党青年局では全国で 1 千万人を

超える若者にボイスアクションと銘打ち、アンケート調査、

5 項目を行いました。山梨県でも甲府を中心に、県下若者か

ら、1 万 5 千 926 の回答があり、その中で「婚活や新婚世帯

の支援」を望んでいるとの回答は 1 千 570、概ね 10％が 

「必要」との結果でした。この様に多くの若者の声や要望

を確認できました、この実態から本市も県や他市町村に倣

い、婚活や新婚世帯支援施策を実施すべきだと考えます。 

また先ほどは、甲府市の人口増化戦略策もお聞き出来ま

した、やはり甲府にとって若い人の熱や力は絶対的に必要

な活性化のエネルギーだと思いますことから、今後も婚活

や、より一層の若者への新婚家庭支援策を進めて頂きたい

ことを要望致しまして次の質問に移ります。 
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５「発達障がい者支援法」と個別計画について 

13 年 9 月本会議に於いて、発達障害を持つ児童は将来自

立の為の高校進学への道筋を目指し、県の 13 年 4 月から始

まった、県立中央高校の取組である、発達障がい生徒を含

む 3 部制の併設により、ソーシャルスキルトレーニングの

充実、特別な支援を必要とする生徒への支援の充実などの

受け皿を使い、今まで諦めていた高校進学を、小学校、中

学校の早い段階から目指せる、体制作りが必要である旨で

質問を致しました。 

本市としては、中学校卒業後の進路指導は、各中学校が

主体で、実態把握に基づき、生徒及び保護者との個別の話

し合いをもとに進められること。早い段階からの進路情報

の提供を行い、教職員の情報交換会や研修会も開催され、

児童生徒の特性に応じた適切な進路指導を行って頂くとの

ご答弁の通り、進めて頂いていることを承知しています。 

この取組は本年 5 月 25 日「改正発達障害者支援法」の目

指す「社会的障壁除去」に則り、先駆けて頂いていること

を高く評価したいと思います。今回の法改正では、教育現
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場で個別の教育支援計画や指導計画の作成を推進するとと

もに、福祉機関と情報を共有できるようにもなります。 

また本市で進める、高校進学への道筋が開かれていると

言う現状は、中学卒業より高校を卒業できれば就職もし易

くなり、これも法の目指す主旨の、国の就労定着支援の本

義とも合致する取り組みで有るとも考えます。それでは、

改めまして以下二点質問をします。 

 

1 点目、ADAH や自閉症スペクトラム症、学習障害などの  

発達障害のある人をサポートするための「改正発達障害者

支援法」では、日常生活を送る上で妨げとなる「社会的  

障壁の除去」が定義されたことは大変重要です。1 人ひとり

の特性に合わせ、発達障害がある子供にも配慮するように

求められていますが、今後の取組について当局の御所見を

お示しください。 

 

2 点目、法改正に拠り、国からは学校側が目標や取り組みを

定めた個別の計画を作成することを推奨しています。今後
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の本市取組についても、この計画策定が必要と考えますが、

当局のご所見を伺います。 

 

 

○甲府市教育委員会 長谷川義高教育長 

本年 5 月「改正発達障害者支援法」が成立し、発達障が

い児がその特性を踏まえた十分な教育を受けられるよう、

個別の教育支援計画及び指導計画の作成の推進等の支援体

制を整備することが規定されました。 

これまで、市立の各小中学校におきましては、専門機関

やスクールカウンセラー等との連携を図る中で、加配教育

や特別支援教育支援員等を活用し、障がいのある児童生徒

が持てる力を十分に発揮できるよう、その特性に応じた適

切な支援に取り組んでまいりました。 

また甲府市特別支援教育研究会において、特別な教育的

支援の必要な児童生徒を含め、全ての児童生徒がわかる喜

びや学ぶ意義を実感できる「ユニバーサルデザインの視点

からの授業づくり」について研究を進めており、今後、  



39 

 

その研究成果を市内各校に普及・甘言し、行内支援体制の

更なる充実や、教員の専門性の向上を図ってまいります。 

次に、「個別の教育支援計画」及び「個別の指導計画」に

つきましては、現在、特別支援学級に在籍する児童生徒に

おいては、本市では既に 100％作成されており、通常学級に

在籍する特別な教育的支援の必要な児童生徒につきまして

は、保護者の承諾を得る中で作成するよう努めているとこ

ろです。 

また、本年 4 月に施行されました「障害者差別解消法」

を受け、学校が各障がい児の状態に合わせて提供する具体

的な「合理的配慮」について、「個別の教育支援計画」に記

載するよう改善されたところであり、保護者との合意形成

を図りながら、障がいを持つ児童生徒が切れ目なく必要な

支援を受けることができるよう、引き続き、個別の教育支

援計画等の作成及び、支援体制の整備を進めて参ります。 

 

○佐野弘仁 再質問 

詳細な、ご答弁ありがとうございました。 
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特別支援学級児童生徒の個別の教育支援計画、指導計画

も合わせて、ご答弁頂きまして心より感謝致します。 

また現在開始されている、通常学級での障がいを持つ児

童生徒にも保護者との合意を行い、個別の教育支援計画な

どの作成の推進や、支援体制の整備も進めて頂くとの非常

に前向きなご答弁を賜り、児童生徒の状況を含め、保護者

と学校とで整合を執りながら進められることもお聴きでき

ました。嬉しいことに甲府市は他市に先駆け、発達障害児

童生徒への自立へ向け、支援が進んでいるものと考えます。 

この問題は今後も、しっかり進めて行くべき課題だと捉

えています。当局に於かれましても、より一層、発達障害

児童・生徒への支援を、ご努力をして戴き「合理的配慮」

も一層前進させて頂きます様、心からお願いを致します。 

以上を持ちまして今 6 月の 公明党代表質問全部を閉じさ

せて頂きます。 

ご清聴感謝申し上げます大変にありがとうございました。 


